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1．研究課題
新興国ＢＯＰ層（BaseoftheEconomicPyramid＝最貧困層）の貧困解消が
現代世界の抱える最大の経済的・社会的解決課題の一つであることは多くの研
究者や国際的機関のみならず一般社会においても深く認識されてきた通りであ
る。
国連の2000-2015年の開発プログラムＭＤＧｓ（MillenniumDevelopment
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Goals）に続く2015-2030ｲ'２開発プログラムＳＤＧｓ（SustainableDevelopment
Goals）においても，貧|木ｌＩＩＩｊ題はり|き続き世界的に解決すべき最i重要課題の一
つとして取り組まざるを得ない状況となっている。
世界銀行のデータベースによると，1990年の世界人口（52億8300万人）の
37.1％（19億5999万人）が１１１＄L９ドル以下（2011年のPPP:購買力平価基準）
の絶対的貧困ﾙﾘｲであった。そして同比率は,2010年のllW1L人口（69億2400万人）
の16.3％（11億2861万人）ヘと減少してきた。しかしながらその比率は，中
国を除いて計算しなおすと，1990年の2903％（12億408〃人）から2010年の
2127％（１１億8814万人）ヘと20年間でわずか7.8％（1594万人）の減少でしかな
い。したがって，IlIl玉1を除くと，111界の貧困層は人[|の20％，５人に－人が依
然として貧困層に位置づけられることになる')。しかも，世銀方式によるこの
１１１１．９０ドル（2011年のPPP:購買力平価基準）は，妓低限の栄養補給も不十
分な「極度の貧|村（extremepoverty)」を基準としており，さらに最低限の
文化的生活さえも確保されていない「貧困」蕪準ではない。そこで，同じ世銀
のデータベースを基にｌ［'３１ドル以下の「貧困ライン」以下の数値をフィ
リピンでの事例で吟味してみよう。何国における１１１３」ドル以下の貧困ライ
ンの人たちは，2000年雌準で人|｣の431％から2012年の37.6％へと減少してき
た。しかしこの間，人l」は7790万人から，9600万人へと増加してきた。した
がって。貧困層の人たちは，3,357万人から3,610万人へと絶対数としては増加
してことを意味する。換言すれば，１日31ドル以下でみた「貧|Ｎライン」の
人たちは相対的には減少してきたが，絶対数としては墹力Ⅱしてきたことを意味
する。
本論文では．貧困削減戦略としてのＢＯＰ戦略を，従来型の'五|際的開発援助
型方式による貧|木1解消プログラムの有効性や限界を解|ﾘIすることにではなく，
多国籍企業やＮＧＯによるソーシャル・イノベーションとしてのＢＯＰ戦略の
有効`性と限界の解明に微いている。本論文では，前論文にリ|き続き，Prahalad
(2002）のＢＯＰ戦略論，およびＰｏｒｔｅｒａｎｄＫｒａｍｍｅｒ（2011）の「共通価値」
創造の戦略論の有効性と限界にfW意しながら，新興国の有効な貧|村削減を企業
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戦略の視点から，現地ＮＧＯのGrameen（バングラデシュ）の事例を中心にＩｉｊ
検討していく。
前論文において提起した論点は，新興[K|におけるＢＯＰ層の経済的自立化と
貧困解消，換言すれば．Prahalad（2002a，2002b）が提起したピラミッド型の
所得構造からダイヤモンド型の所得構造へのパラダイム・シフトがなされると
すれば，それは多ＩＥＩ籍企業による「トリクルダウン型」のグローバル・バリュー
チェーンだけでも，そしてまた現地企業や現地ＮＧＯによる「ポトムアップ型」
のローカル・バリューチェーンだけでも必要十分条件とはなりえない，という
点にあった,換言すれば，従来の多国籍企業のＢＯＰ戦略にせよ，現地ＮＧＯ
のＢＯＰ戦l}塔にせよ，それぞれ有効性と川時に限界を内包している点に留意す
る必要があること。このことはlTEi1時にＰｏｒｔｅｒａｎｄＫｒａｍｍｅｒ（2011）が提起
した「共通価値」実現の三つの方法（｢製1111,と市場を),1J面す」「バリューチェー
ンの能産性の再定義」「拠点を置く地域を支援する産業クラスターをつくる｣）
自体の有効`性と限界を内包している点にも留意する必要がある（林・井口：
2014c)。
すなわち社会的価値と経済的価値を共有する「共通価値」実現の有効'性と
いう視点からは，その戦略の主体として，ＰｏｒｔｅｒａｎｄＫｒａｍｍｅｒ（2011）論の
前提となっている営利企業からの視点ではなく２)，社会的課題の解決を第一義
的ミッションとする現地ＮＧＯが重要な意味を有していること，そしてPorter
らの主張する共通価値を実現する社会的ImltIと経済的lliIlIiの双方をＭ時に創造
する「共通価値」創造の三つの方法以上に現地ＮＧＯをキーストーンとする
持続的ビジネス生態系の構築とそれを強化していくソーシャル・ビジネスをilj}'１
とした社会的価Ii龍lIIllのバリューチェーンに，ＲＯＥや株｛illiに反映される経済
的価値剣Ⅱ}のバリューチェーンが補完的に接合された「ハイブリッド・バ
リューチェーンの視点からのバリューチェーンの再定義」がいま求められてい
ることを''１心に検討してきた。
要約すると，ＢＯＰ層の経済的自立化という視点からのＢＯＰ戦略に関しては，
現地ＮＧＯによるインフォーマルセクターの貧困女'性へのマイクロファイナン
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スを挺とした零細ビジネス（MicroBusiness）の育成と家族の経済的日立化が
有効な戦略として位置づけられうること。しかしながら，電気・ガス・水・衛
生・通信・交通をはじめとする生活インフラの改善と，および家族の教育・栄
養・健康をはじめとする生活の質的改善をソーシャル・ビジネスとして展開し
ていくためには，営利企業の保有する経営資源の活用も不可欠となってくる。
さらにマイクロファイナンスを活l1jした地域コミュニティ住民liilけの零細ビ
ジネスから脱皮して，フォーマルセクターに位殻づけられるより規模の大きい
企業形態へと発展していくためには，経済性のみならず，安全性・Ａｌ,質・機能
`性，等の各櫛基準を満たす技術・マーケティング上の知識が不可欠となる。そ
して，さらに一国的レベルでの貧困の解消と中|Ⅲ所得層の拡大による所得構造
のピラミッド型からダイヤモンド型へのシフトには，現地ＮＧＯの「ポトム
アップ」型ＢＯＰ戦略と，多'五|籍企業の「トリクルダウン型」ＢＯＰ戦略との接
合．換言すれば，現地ＮＧＯをキーストーンとするローカル・バリューチェー
ンを基盤とした持続的ビジネス生態系と多国籍企業のグローバル・バリュー
チェーンとを補完的に接合したより高度なハイブリッド・バリューチェーンの
構築が一層有効』性を増してきている点であった。
本論文では，開発経済学で論じられてきた開発途上国における経済開発論の
なかでも重要な位満を占めてきた速水（1995:初版，2009:新版）の開発経済体
制論，およびKotler＆Ｌｅｅ（2009),Mintzberg（2015）等の三セクター論の指
摘を踏まえながら新興国現地ＮＧＯのGrameen（バングラデシュ）と
GrameenEuglena社の発展戦略の事例を参考に，有効な貧困解消モデルとし
ての開発経営体制（組織）モデルを検討していく。
２新興国の経済開発体制モデルー速水論の経済開発体制モデルを
中心として
速水（2009:新版）の開発経済体制論の注目すべき点は，途上国の経済開発
に必要な経済体制を，単に「市場」と「国家」の二つの組織の組み合わせでは
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不十分であり，そこに「共同体」という組織を加えた３者の組織的組み合わせ
として論じている点にある（速水．225-319)。
経済開発体制に「共同体（community）：濃密な人的交流によって形成され
る信頼|卿係で結ばれる集団」を入れ込む必要'性は次の点に求められている。す
なわち，共同体は「前近代的組織として近代的発展の極桔とみなされがちで
あったが，実際には市場と国家の失敗を補正し近代的な経済発展を支えるの
に不可欠な組織原理を提供している」（速水，284)。第二次大戦後の１１本の経
済発展においても，たとえば，護送船団方式，日本的系列システム，終身雇用
制・企業内組合，等々に見いだされる社会的・組織的信頼関係をもたらす「共
|可体」組織が有効に機能し逆にそれがなかった場合に対して大幅に社会的コ
ストを低減させてきた。端的に言えば，「市場は利己心にもとづく競争により，
国家は権威にもとづく指令によ1)，共川体は合意にもとづく協力により，分業
を適切な協業関係へ調整する役割を担う」（速水，285）ことになる。また新
興国・発展途上国においても，そうした諸国固有の共同体組織が存在しネガ
ティブにもポジティブにも「市場と国家の失敗と成功」に無視しえない程度に
影響を及ぼしている3)。各国，地域の経済開発における「市場と国家の失敗と
成功」の歴史から新たな経済開発論を構築していくことは，各国ごとの市場と
国家，そして共同体のありように差異が存在している以上，極めて川難な作業
であることは否定しえない。しかしながら，特に新興国における貧困と所得格
差の問題解決にとっては，この理論的鬼Illiが喫緊の課題となっている。そこで
まずはじめに，この速水論の要点と現地調査を参考に，新興国における３者問
の関係』性を図式化する作業から飴めてみよう。
図ｌは，「市場・国家・共同体の失敗」を表している。同図における，「市場
の失敗」とは，IIIl縁による「財閥的」一族支配企業群と多国籍企業とによる主
要産業の支配が競争を制限し「マーケット・エコノミー」の機能を制限して
いく。
そのため，経済合理'性に欠けた市場メカニズムが創出され構造化されてい
く。「''１家の失敗」とは，政府・而僚機構の腐敗・非効率的性格の故に，特定
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集団への利権を発生・温存させ，土地所有制の改革は進まず，また法人税・所
得税・相続税等の租税制度が厳格に適用されないために富の再分配機能も有効
に機能しない。
図１「新興国における市場・国家・共同体の負の連関メカニズムⅡ
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出所：速水（2009）を参考に作成。
そのため，所得・資産格差は解消されず，また経済発展に不可欠な基本的
ファンダメンタルズの整備に財政的にも失敗していく。そして，「共同体の失
敗」は，こうした警察・裁判所を含む中央・地方政府機構の腐敗に起因して公
平性・安全性が有効に担保されず，政府関係諸機関に対する社会的信頼感が欠
如しその結果，企業間・市民間・企業と労働者間，等のトラブルは有効に解
決されず大きな社会的コストを生んでしまう。
こうした３者間の負の連鎖が，新興国・発展途上国の経済的停滞を固定化さ
せていく。
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他方，図２はその逆を示しており，土地の再分配と農業の生産性の向上が農
民層の所得を向上させ，工業製品（工業部門）への需要を拡大して，その結果
フォーマルセクターが拡大しインフォーマルセクターからの労働移動を促
す。またローカル企業の競争力の向上により，経済合理性追求のメカニズムの
もとで多国籍企業・家族支配型大規模企業・現地ローカル間の競争機能とマー
ケット・メカニズムが働き，結果的に，企業活動を通した生産と消費の拡大と
社会的な最適バランスがもたらされていく。
図２「新興国における市場・国家・共同体の正の連関メカニズムＩ
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出所：図ｌに同じェ
また政府・官僚機構も適切に機能し，富・土地の再分配による所得・資産
格差の是正がなされると同時に，経済発展に必要な教育を含む基本的ファンダ
メンタルズ（社会資本）の再整備を通した公共財の創出・供給がなされる。そ
の結果，過度の経済的合理性追求による経済的弱者の発生と排除を創出させて
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いく経済的ダーウイニズムや市場原理主義が抑制されうることになる。そし
て，警察・裁判所を含む政府・官僚機構にも汚職９腐敗の類はないため，企業
間・市民間・企業と労働者間，等にトラブルが発生しても，関係機関に対して，
さらには当瓢巷間にも社会的信ＩＪＩ関係の基燃が構築されているために公平な解
決が図られ，結果的に社会的コストは低く抑えられる。
その結果，こうした３者間のⅡ2の連鎖と術環が新興国・発展途上国の経済
的発展を持続化させていく。以上が，「市場・国家・共ＩＴＩ体間の失敗・成功」
の関係'性の概略である。
こうした「市場・｢ii1家・共同体」３者illIの負・正の連鎖は，経済開発にお
ける有効'性と課題の解Iﾘ]に重要なヒントを与えてくれる。
他方，経済開発論における速水論や世銀（WorldBank）の政策モデルに共
通する限界は，前回の論文においても指摘したように，両者とも「トリクルダ
ウン型」政策論（林：2016a）の枠内で収敵させてしまっている点にある。言
い換えれば，この政策モデルは，ガバナンスを始めとする制度的枠組みさえ整
備すればすべて社会的課題は解決されうるという主張でもある。しかしなが
ら，新興国では，新興１KⅡ盃|有のフォーマルセクターとインフォーマルセクター
間の断層を背景とする'|j場の固定的分断の特質に起因して，上からの経済開発
の恩恵が下層まで滴り落ちてこない構造的特質を有している（林：2012b，
2012c)。
それ故に，上図に示されている３者問に][の術環のメカニズムが生み出され
るような上からの「トリクルダウン型」政策がなされたとしても，その成果は
主としてフォーマルセクターとそこでの安定就業層までにとどまり，イン
フォーマルセクターと不安定就業層にまでは十分に屈いてこないことになる。
換言すれば，この３巷間の連鎖をポジティブなダイナミックな循環のメカニ
ズムへと変えていくためには，経済開発の主体として，インフォーマルセク
ターを含めた市場経済における主体的存在としての企業組織側の開発戦略モデ
ルを入れ込む必要がある。逆に言えば，上記モデルには，「トリクルダウン型」
政策を，インフォーマルセクターを含む生産・流１，段階力､ら有効に機能させて
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いくいわゆる「ポトムアップ」ノM政策論とその枠組みが欠如している。そ
こで以下，本論文での分析上の力点を，こうしたマクロ的枠組みを1h場間の断
層を超えて具体化していく，インフォーマルセクターを取り込んだミクロレベ
ルでの経済開発モデルの検討に置いていく。言い換えれば，開発経済論
(DevelopmentEconomics）に対置しうる開発経営論（Development
Management）の視点からの検討がここでの最大の課題である。
３．新興国における社会的課題解決の経済開発ビジネスモデル
新興国に限らず，先進諸国をも含めた社会的諸課題の解決に向けた組織体制
として，公的セクター.営利セクター．非営利セクター３者間の協力による「３
方向的戦略（AThreeWayStrategy)4)」（KotlerandLee,2009)，また同じ
ように政府セクター．民間セクター．多元セクター5)３者間のバランスが極め
て有効であることも主張されてきた（Mintzberg;2015,Doh；2003,Teegenet
aL;20046))。この３者のバランスと連鎖モデルを図式化すると,図３の様に示
される。この図式は，速水（2009）の「市場．政府．共阿体」問の連関図のミ
クロ版的表現ともいえる。しかしながら，’ＩＩｌｘ１表は新興'工'・先進国を問わず，
国家的枠組み＿般に共通するモデルとなっており，新興国固有の経済社会構成
体は捨象されたものとなっている。
そしてｌＸｌ３も，図１２の速水モデルとlii]様，社会''1<)課題に取りﾎﾟ１１む生態系
におけるキーストーンとしてのハブ的主体が位置づけられていない。そのた
め，課題の解決に主体的に取り組む企業組織側の自立的，組織的，経営戦略的
体制が結果的には無視されてしまっている。ｐｏｒｔｅｒａｎｄＫｒａｍｍｅｒ（2012）の
CSV論は前号でも検討したように，民間セクター（営利企業）内における株
式価値とＲＯＥ（投資収益率＝Returnonlnvestment）に基づく価仙基準を前
提とした社会的課題と経済今剛性とのバランスをいかに創出していくかという
戦略論であるのに対して，速水（2009lTeegenetaL（2004)，Kotler＆Ｌｅｅ
(2009)，およびMintzberg（2()15）論は，３セクター|Ｈ１のバランス論を主張し
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ているともいえよう。
図３公的(政府）・営利（民間）・非営利（多元）３セクター間の社会的課題解決型モデル
〆 、
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出所：速水（2009)，ＤｏｈＪ.Ｐ・（2003)，Ｔｅｅｇｅｎｅｔａｌ．（2004)，ＫｏｔｌｅｒａｎｄＬｅｅ（2009）
およびMintzberg（2015）を参考に作成。
注：Mintzberg(2015）は，公的（政府セクター)，民間セクター，および多元セクター（注
４参照）に求められる志向性を，それぞれCitizenship，owncrship，および
communityshipとしている（ibid,ｐ35,邦訳6869頁)。Ｔｅｅｇｅｎｅｔａｌ（2004）では，非営
利セクターを第＝セクター（TheThirdSector）としている。
換言すれば後者の３者間の関連図は，あくまで社会的課題に外部から支援す
る側の有効なサポート図として認識されざるを得ない。それでは，新興国にお
ける社会的課題の解決にどのようなビジネスモデルが事実上効果を上げてきた
のかを，グラミン銀行（バングラデシュ）のソーシャル・ビジネスから点検し
てみよう。
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４．新興国におけるミクロの経済開発モデルと開発経営論
４．１グラミンモデルと開発経営
図１２で表した新興|玉|における「市場・国家・共|『１体」３著聞の「正と負」
の連鎖モデル，および図３の社会的課題解決型体制モデルをミクロレベルで腱
|剥した場合には，どのような開発主体を入れ込んだモデルとなるのか。ここで
は，そのモデルの参考事例として，グラミン銀行をハブとしたソーシャル・ビ
ジネス事業から探り出していく。｜叉１４．１，４．２は前号でも紹介したグラミン
銀行をハブとしたマイクロファイナンスと各種ソーシャル・ビジネス事業の概
要を示したものである。
たとえば，図４．１のversionllとして示されているようにグラミン銀行
の2015年１２１１現在のマイクロクレジット顧客数は個人ベースで約880万人を擁
しており，その965％は女性である。グラミンバンクによる貧農女性層へのマ
イクロクレジットによる供与は，種子や農薬の購入による市場用作物の栽培
や，多様な零細ビジネスを可能にし，貧困家庭層の経済的自立化を可能として
きた。こうした零細ビジネスの持続化による貧困家庭層の経済的自立化は，家
族の健康維持と，子供の教育環境を改善させ．将来的な職業上要求される資質
を何｣1させることになる。さらに新興国におけるマイクロファイナンス（マ
イクロクレジットおよびマイクロインシュアランスの総称）は貧困層の１１常的
キャッシュフローを柔軟にし，経済的安定化と持続』性を可能にしている
(CollinsetaL；2009)7)。
またlXl41のVersionL2に示されているグラミン銀行をハブとするソー
シャル・ビジネス事業の開拓とネットワーク化は，社会資本の|可上充実を促
すと同時に，雇用を創出し，社会的コストの低下と所得の向上を齋している。
さらに'又'４．２のversion20は，国際的に優れた経営資源を保有する多国籍
企業をはじめとする海外諸企業と合弁企業を設立することによって，海外から
の技術，マーケティング，管剛ノウハウを含む経営諸資源の獲得と，雇用の剣
－６５－
i論文］新興国市場とＢＯＰ戦略論の新たな展開一開発経営学を目指して（林）
出を齋している。
こうした諸事例の中から．ソーシャル・ビジネス事業としてもっともすぐれ
た実績を上げている合弁企業の一つであるグラミン・ユーグレナ8)(旧グラミ
ン・雪国まいたけ）の事例を分析することから開発モデルの作成化を始めてい
、〔
図４．１
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４．２グラミン・ユーグレナ社のソーシャル・ビジネスモデル
図５に示されているように，グラミン・ユーグレナ社（以下，ＧＥ社）は，
2015年現在，現地農民層約3,200名との緑豆栽培契約を結び，現地ＦＳ（Field
Supervisor）の採用と研修を通して，高品質緑豆栽培技術・ノウハウを提供し，
緑豆の収穫．収穫緑豆の購入，日本への輸出9)と現地販売（収穫量の60％を輸
出現地販売が40％'0)）による収益の確保のピジネスモデルを作り上げている。
栽培・収穫・緑豆の選別プロセスにおいて雇用される現地農民数は，栽培を担
う契約農民数が3,200名（2015年現在)，および収穫されたさや付き緑豆から緑
豆を取り出す作業を担う女性中心の農民が7,000名（2015年現在）となってい
る。従来は，仲買業者が収穫緑豆を契約農民から買い上げる価格は，販売価格
をlOOタカとすると，３5タカであったのに対して，ＧＥ社が農民から買い取る
図'５グラミン・ユーグレナ社のソーシャル・ビジネス・モデル
<、
鱒入輪鎗灯醗篭
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、
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H1所：ＪＩＣＡ・株式会社雪国まいたけ（2014)，星野（2012a，2012b)，および佐竹右行氏
同社共同代表)，バングラデシュ現地でのインタビュー調査（脚注８参照）により作成。
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価格は65タカ相当であり，その分，契約農民の収入増に貢献している'')。
この過程で得られたＧＥの収益は，再度，現地の農村・農民の栽壊技術等の
向上による所得増大に還元されるいわゆるソーシャル・ビジネスのスタイルと
なっている。
このビジネスモデルが成功している最大の要因は，端的に言えば，バングラ
デシュの貧困農民層が抱える課題解決に|(qけたビジョンとミッションのもとに
真蟄に取り組むハブ（Hub）的人材の存在と，巧みな現地でのソーシャル゛ビ
ジネスを軸としたビジネスモデルの構築にある。そしてこのビジネスモデルが
拡大再生産軌道に乗り始めた主要因は，以下の二点に集約されうる。
まず第一点目は，緑豆栽培技術・ノウハウと海外（日本）市場への販路を保
有する民間営利企業「ユーグレナ社担当事業部（旧雪国まいたけ社）と，現地
農村．農民の現状を認識する非営利組織「グラミン・クリシ財団」とが冊資し
た合弁会社の「グラミン・ユーグレナ社（ＧＥ社)」がこのビジネス生態系全
体のキーストーン的役割を果たしていることにある｡このビジネス生態系全体
が，合弁会社「ＧＥ社」の「バングラデシュ農民の貧困解消と，日本の食料供
給の安定化」をミッションとするブラシトフォームーヒで機能するメカニズムの
確立にある。そこでの各事業概要は以下の通りとなっている。
現地グラミングループから参力Ⅱしている「グラミン・クリシ財団」の主たる
役割は，(1)農民が播種用種子や指定農薬・肥料を購入する際に必要な資金を
(グラミン銀行を介した）マイクロクレジットの活用によって確保，(2)地域農
民への緑豆栽培の説'ﾘ]会への参力'1や募集業務および農民のネットワーク化（３）
行政組織との許認可等の交渉にある。
旧雪国まいたけ社からリ|き継がれた「}１本のユーグレナ社のＧＥ事業部」は
この合弁会社に必要な選別機械や冷蔵保答施設の購入資金や運転資金等の事業
資金，および緑豆栽培技術の提供，そして輸入した緑豆を日本国内のもやし業
者に販売する業務を担当。
そして「合弁企業のＧＥ社」は，契約農民への嬬穂用種子の提供（販売)，
栽培指導，育成した緑豆の購入と,M質・粒径'2)の選別作業と冷蔵保帯，輸冊業
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務を担い，その間，現地採用のＦＳ（FieldSupervisor)'3)に対して，農民への
栽培技術を適切に指導できるよう研修し人材育成を行う。
そしてこのビジネスモデル成功要因の第二点目は，現地における種子の購入
から緑豆栽培，緑豆の購入と選別作業，および保管と現地での輸出業務に至る
までのローカル・バリューチェーンと，海外市場（日本）への輸川とロ本国内
のもやし業者に販売されるまでの国際的なバリューチェーンとが
｢Ownership」（出資」に基づくPartnership」によって連結されたいわゆるハ
イブリッド・バリューチェーンによって構築されていることに求められる。こ
のＧＥ社をハブとするバリューチェーンが構築されてくるプロセスは同時に
現地農民層による緑豆栽培事業にともなうローカル・バリューチェーンと，営
利企業「ユーグレナ社事業部」への緑豆輸出業務にともなうCross-borderの
バリューチェーンの二つのバリューチェーンが両立するハイブリッド・バ
リューチェーンが構築されてくるプロセスともなっている。
すなわち，これらの速水モデルの図１，２，およびＫｏｔｌｅｒａｎｄＬｅｅ（2009）
とMintzberg（2015）の図３のモデルと，図４に示されている「グラミンユー
グレナモデル」との決定的な相違点は，後者のモデルには，社会的課題に取り
組む生態系のハブとしての所有（Ownership）に基づいた責任の主体と，ソー
シャル・ビジネスを軸とした多様なバリューチェーンが示されていることに見
いだされる。そこで本論文の般後に，これら３者間の貧困解消を主要なター
ゲットとする企業組織的観点からのモデルを図式化してみよう。
５．新興国における貧困解消のビジネスモデル
図６は，図ｌ～図５までの３者問の経済開発と貧困解消の関連‘性を，ソー
シャル・ビジネスを主体的に展開する企業組織の視点から総括して図式化した
ものである。この図の特徴点は，図４と同様，新興国における貧困層の経済的
自立化に向けたソーシャル・ビジネスを行う母体としての企業組織を，現地
NGOと海外企業の双方が出資して設立している点にある。
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この合弁企業組織体が「現地貧困層の貧困解決と経済的自立化」を目指すビ
ジョンとミッション，そして事業戦略をビジネス生態系全体に共通するプラッ
トフォームとして提供するキーストーン的位置を占めることになる。
図６新興国における３セクター間の合弁事業体をキーストーンとした貧困削減のソー
シャル・ビジネス・モデル
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このビジネス生態系全体のハブ的位置を占める合弁企業体は，(1)現地貧困層
特有の社会的かつ生活インフラのニーズに沿った（３Ａ，４Ａの条件Ｍ１を満
たす）製品・サービスの開発を主たる任務として．そのために必要な現地コ
ミュニティの情報を現地ＮＧＯから入手し，そして開発に不可欠な科学技術や
マーケティング上の知識・ノウハウを出資先の多国籍企業をはじめとする海外
企業から入手する。(2)これらの知識･情報を活用しながら，ローカル・バリュー
チェーンに留意して開発・生産された製茄は，先進国・海外市場とのギャップ
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も考慮に入れられているため（GovindarajanVandCTrimble:2012)，現地
市場のみならず海外市場への販路も開拓される。海外市場への販路開拓の成功
は，ローカル・バリューチェーンとグローバル・バリューチェーンとの連結を
宵すと同時に現地合弁企業・現地非営利セクター・営利セクター３者の経済
的サステイナビリティーをより強固なものにしている．
また非営利セクターに位置する新興国現地ＮＧＯは，貧困層へのマイクロ
ファイナンスを通して，(1)彼らの}]常生活基盤を経済的にサステイナブルなも
のにし，(2)彼らが行う零細ビジネスへの多様な経営・マーケティング上のアド
バイス・サポートを提供する。このＮＧＯによるマイクロファイナンス事業は
同時にＮＧＯ自体の経済的基盤ともなる。現地ＮＧＯはまた，(3)貧困層の生活
諸条件や特有のニーズを合弁企業に提供，さらに(4)合弁企業が抱える事業化上
の各種許認可等の円滑な手続きを現地政府機関に働きかける。
営利セクターの多国籍企業をはじめとする海外諸企業や現地企業は，合弁企
業に対して事業資金等の初期投資と，製,ＩｉＩ１化に必要な技術やマーケティング上
の知識・ノウハウを提供し，さらに海外市場への販路開拓によって収益源を確
保する,」
最後に，政府をはじめとする公的セクターは，合弁企業のソーシャル・ビジ
ネスが軌道に乗るよう，ハード・ソフト面でのインフラ整備と海外市場へのア
クセスをサポートする。ＧＥの事例では，政府との協議により契約農民が栽
培した緑豆のうち，現地市場に販売される量は収穫の40％となっており，現
地緑豆市場の数パーセントを占める範囲内に抑えられており'5)，契約農民以外
から出荷された緑豆市場価格を押し下げて彼らを苦境に追い込むことが避けら
れている。またＪＩＣＡは政府予算を用いて，ＧＥ社のビジネスモデルが事業と
して成功するかどうかのFeasibility調査を行い，現地大使館はバングラデシュ
政府（商務省）と交渉して原則禁止となっている緑豆の日本への輸出認可の取
得に貢献している。
以上の３セクターのサポートを背景に合弁企業は現地での雇用創出と所得
の増大による農村中心に滞留する貧困層の経済的自立化戦略を推進していく。
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これによって，農村のインフォーマルセクターに滞留する不安定就業層の安定
就業化と所得の増ﾉｕ土農村の生活基盤の向上に両結する多様な生活インフラ
を入手する経済的基盤となり，そしてこれら生活インフラ系製品・サービス需
要は工業・サービス需要を惹起し，これら諸部門のフォーマルセクターの労働
需要を惹き起こすことにつながっていく。換言すれば，ＢＯＰ層の経済的自立
化と安定就業化一子弟のフォーマルセクターヘの就業化は，ＢＯＰ1筒の相対･的・
絶対的減少と就業構造の高度化と中間層の拡大を可能としPraharad（2002）
が指摘した，新興ＩＲＩの「ピラミッド型」所得構造から「ダイヤモンド型」所得
構造への移行のミクロ的蕪盤を構築していくことになる。
こうした現地の合弁企業による「ボトムアップ」型そして「内発型」開発戦
略の側面を軸としたソーシャル・ビジネスは，市場構造の「分断的特質」を溶
解させていき，その結果「「トリクルダウン型」の開発戦略をもより有効なも
のにしていくことになる。
６テキストマイニングによる主要キーワード間の関連図
最後に本論文の「ＢＯＰ層の貧困削減戦略」と主要構成キーワード間の関
連性を文章表現ではなくテキストマイニングによってVisual化して確認して
みよう。図７は，約28,000字から構成されている本論文の全文章を「数理シス
テム社」のテキストマイニング解析ソフト「TextMiningStudio40」を用い
て図式化したものである。本論文の論旨をこの図を用いて，総括してみる。「新
興国」の「インフォーマル・セクター」および「フォーマル・セクター」の一
部に滞留する「不安定就業層」を中心とするいわゆる「ＢＯＰルサ」に対する「貧
困削減（解消)」政策は，従来｝111の「政府」「多｢K|籍企業」「現地財閥型一部家
族支配企業」による上からの「トリクルダウン型」戦略は基本的に限界を有し
ている。その餓大の理由は，「インフォーマルセクター｣･「フォーマルセクター」
問の「同定的分断」性に規定された，「不安定就業層」市場・「安定就業層」市
場間の分断的特質に求められる。
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図了「ＢＯＰ層の貧困削減戦略」と主要構成キーワード間の関連
出所：数理システム「TextMiningStudio40」による「注目語情報」解析注：注目語を
含む係り受け表現頻度２回以上（形容詞・副詞・動詞を除く名詞のみ)。行単位での共起。
上位350件。最低信頼度'6)20％設定。
したがって，｜インフォーマルセクター」滞留層と「不安定就業層」の多く
を占める貧困農民層や農村の「不安定就業層」に対する，バングラデシュの
｢Grameen」に代表される現地「NGO」の主として「女性」への「マイクロファ
イナンス」を挺とした家族を基盤とする零細（マイクロ）ビジネスが彼らの「経
済的自立化」への重要な財政的基盤となっている。また「Grameen」と「ユー
グレナ社」との合弁事業体の「GrameenEugrena（GE）社」は「契約農民」
へのこうした「マイクロファイナンス」活用による栽培に適合的な種子・農
薬・肥料の購入と栽培・収穫された緑豆の購入を通したこれら農民層の「経済
的自立化」を促してきた。こうした現地「NGO」を「キーストーン」とした「マ
イクロファイナンス」の活用によるマイクロビジネス，および多様な「ソー
シャル・ビジネス」事業体の設立は，「インフォーマル・セクター」を中心に
滞留する「不安定就業層」に対するサステイナブルな経済的基盤を提供してき
た。さらに，「Grameen」に代表される現地「NGO」は「多国籍企業」・外資
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系企業との「合弁事業体」を介して，より先進的「技術」・マーケティング知
識や「符理ノウハウ」を吸収し「1国内「Ilj場」のみならず「海外ilj場」との
連結をnJ能とする製Ｈｉ１１１・サービスの開発・''1ﾐ産への道を開拓してきた。このこ
とは同時に一方での「ローカル・バリューチェーン」と「グローバル・バ
リューチェーン」との連結，他方での「ソーシャル・ビジネス」と「営利セク
ター」による営利ビジネスとの連結という意味での二つの「ハイブリッド・バ
リューチェーン」の構築を意味することになる。この「ハイブリッド・バリュー
チェーン」の構築が「共通価価」創出の基盤を構成することになる。従来の「政
府」・「公的セクター」を通した「トリクルダウン型」戦略による「ＢＯＰ層」
の「貧困解iiLi・削減」効果は，「新興国市場」の「固定的分断」に規定されて
限定的となるのに対して，現地「ＮＧＯ」を「キーストーン」とした「ローカル・
バリューチェーン」を蕪盤とした「ビジネスノヒ態系」に依拠した「ポトムアッ
プ」型戦略の「貧困削減」効果は，「不安定就業層」のマイクロ・ビジネスを
持続化させることを通して，より大きな有効性を増すことになる。その結果，
｢BOP層」の所得の増大に伴う「インフォーマル・セクター」の縮小は，安定
就業層を背景とするＭＯＰ層市場との「同定的分断」を溶解させ，「公的セク
ター」を中心とする上からの「トリクルダウン型」政策の有効性をも増大させ
ることになる。本論文では，現地「NGO」と「合弁事業体」を「キーストーン」
とする「ハイブリッド・バリューチェーン」の構築によって創出される「ビジ
ネス生態系」が，「公的セクター」・「営利セクター」・「非`営利セクター」によ
る「３セクター」間の術環のメカニズムを「IEの循環（VirtuousCircle)」へ
と機能させる中心軸となりうることを検討してきた。
7．今後のＢＯＰビジネスモデルとしての課題
現地ＮＧＯやＮＰＯ等の非営利ﾈ'1織と多国籍企業を始めとする海外`１杯ﾘ企業
との相互出資形態での合弁による企業組織のミッションと事業モデルがソー
シャル・ビジネスを基本とするものであることは，経済今剛性に11'１つた営利ビ
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ジネスを前提とする民間企業のビジネスモデルとの両立が極めて微妙なバラン
ス上にあることをも意味する。その分だけ，海外営利企業，現地ＮＧＯそし
て合弁事業体３者問の利害の調整がそれぞれにとって重要な経営上の課題とな
る。そこで，これら３者の合弁事業参加に対する立場と位i5Lをそれぞれ確認し
てみよう。
７．１営利企業サイド（ＭＮＥｓ・海外企業サイド）
これら営利企業にとっても現地合弁事業によるソーシャル・ビジネスが魅ﾉﾉ
的なビジネスモデルとなることが想定される二つの主要条件の第一は，現地iIj
場へのアクセスのみならず，収益の確保を齋すような本国市場を含む海外市場
との連結。そして第二は，優れた社会貢献活動を通した国際的評価と知名度・
企業ブランドの向上にある。
７．２現地ＮＧＯサイド
合弁事業を持続化させていくためには，現地ＮＧＯ自体が独自の安定した収
益モデルを保持していることが'１１時に敢要な前提条件となる。ＮＧＯスタッフ
が他機関からの寄付集めに奔走してＮＧＯ本来の活動に集中できないのが現状
(Yunusu，2007）であり，したがって，独自の経済的にrl立化しうるビジネス
モデルの開発が重要な意味を有している。この点において，GrameenBank
が先駆的に開発したマイクロファイナンス事業のビジネスモデルは他のＮＧＯ
にとってもモデル的役割を果たしている。グラミンが海外企業との合弁を成功
させている主要因の一つは，ノーベル平和賞受賞者としてのユヌス氏とグラミ
ンの持つ同際的ブランドカのみならず，マイクロファイナンス事業による狐１１
の収益源を保持していることにある。逆にそうしたブランドカと収益源を有し
ていない現地ＮＧＯはそれに代わる他の魅力的資源を保有する必要がある。
７．３合弁企業サイド
ビジネス生態系のキーストーンとしてハイブリッド・バリューチェーンを絶
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えずグレードアップさせていく組織的能〃の向上のためには。ビジョンとミッ
ションを共有する有能な人材の確保と育成が最大の課題となる。その際，営
利・非営利セクター両者の経営資源と組織能力を最大限に活用しながら同時に
両者から相対的に自立してソーシャル・ビジネス・モデルを持続的に開発し
)事業運営していく組織能力がとりわけ求められる。
８．まとめ
新興同における貧困削減と社会的課題の解決の視点から，従来の開発経済学
を踏まえた開発経営学的アプローチを模索した場合,Porter＆Kramer(2011)，
Kotler＆Ｌｅｅ（2008,2009)，Mintzberg（2014）等によって近年指摘されてき
た「従来の競争戦略論的アプローチの限界」にも留意する必要がある。すなわ
ち，彼らの論点を集約すると，こうした従来の競争戦略論的アプローチは，営
利セクターと経済合理`性に偏１，]したものであったが故に，公的セクター・非常
利（多元的）セクターとのバランスを欠くシステムを創出し結果的に貧困・
経済的格差等の社会的課題を生みⅡ)し自らの存在基盤をさえも危うくする社
会システムとなってしまったことに求められる。
Porter＆Ｋｒａｍｅｒ（2011）はこうした社会的諸問題に対処していく営利企業
としての戦略として，新たなＣＳＶ戦略を提起したのに対して，Kotler＆Ｌｅｅ
(2008,2009)，Mintzberg（2014）は営利セクター・非営利セクター・政府（公
的）セクター３者'''１の再バランス化（Rebalancing）に求めている。こうした
指摘は，速水（2009）の新興国における経済開発モデルとも類似した視点を内
包している。また，ＤｏｈＪ、Ｐ、andTeegen（2002)，Doh，Ｊ、Ｐ．（2003)，
TｅｅｇｅｎｅｔａＬ（2004)，VachanLS（2008)，Vachani，Ｓ，Doh，ＪＲ，and
Teegen,Ｈ（2009）等は，３セクターそれぞれの役割に言及しながら，そこで
のＮＧＯの重要'性が増してきた点にも注目してきた。これらの論文が指摘して
きた社会的解決課題に対する３セクターそれぞれの果たす役割の重要`性は否定
しえないがそこでの３セクターⅡUの有機的・組織的関連性を踏まえたＢＯＰ
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戦略論あるいはソーシャル・ビジネス論にまでは至っていない。
それに対して，本論文では，新たな開発経営学的視点から，こうした３セク
ターのバランス化をi三体的にlXlる組織として営利・非営利間の合弁事業による
ソーシャル・ビジネス戦略を，グラミンの事例から検討してきた。とりわけ，
グラミン・ユーグレナ社によるハイブリッド・バリューチェーンの仕組みに論
点を?１１てて，新興lKlの農村に集中する貧困層の経済的自立化へと導くローカ
ル・バリューチェーンの構築と．１１本本匠|のユーグレナ社とのCross-border
バリューチェーンとの連結のもたらす意味を検討してきた。この?事例にみられ
るように，合弁事業のソーシャル・ビジネス事業がｌｌＬｌ連しあうビジネス生態
系を迪して，３セクター間の連鎖の輪を「正の循環（virtuouscircle)」へと連
動させ，マクロ的再バランス化への動きを加速させる調整弁的役割を果たすこ
とになる。換言すれば，開発経営学の最重要課題は，この新興国における現地
NGOをはじめとする非営利組織と海外企業をはじめとする営利企業間の合弁
事業体の構築とソーシャル・ビジネス事業運営にともなう実践的・理論的解明
に求められよう。そしてこの合弁事業体の活性化が３セクター間の再バランス
化を促進し新興'五|における貧|村削減と社会的課題の解決を速めることにな
る。とりわけ，新興ｌ１Ｒｌにおける開発経営学の実践的・ｆｌ１１論的課題は，農村にお
ける雇用の創出と経済的自立化を促すローカル・バリューチェーンと海外市場
とを連結させるハイブリッド・バリューチェーンの構築にともなう課題の解明
に置かれることになる。農村のインフォーマルセクターに滞留する不安定就業
層としてのＢＯＰ層家族のマイクロファイナンスを活１１)した経済的Ｆ１立化と生
活基盤の安定化は，フォーマルセクターの工業製品を始めとする産出物への需
要を喚起して同セクターの労働需要を増大させると同'1ｷにこれら家族の子弟
に対して高度な教育を受ける経済的条件を付与することによって，フォーマル
セクターにおいて要求されるより高度な職業人としての能力を開発させ，結果
的にフォーマルセクターにおける安定就業層への移動の主体的条件を創出させ
ることになる。言い換えれば，このことは，一方でインフォーマルセクターに
滞留するＢＯＰ市場と中間・高所得層市場との断層を溶解させるとli1時に，他
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方で所得格差の縮小と所得榊造の「ピラミッド型」から「ダイヤモンド型」へ
の移行への重要な契機となる。
本論文は，Ｍ1発経済論に対置しうる開発経営論の視点から，新興|工|における
新たな貧困削減の経営戦Ⅱ塔の提起を試みたものである。
注
ｌ）
出所：WorldBankDatabaseより算'１１，単位：億人
國島弘行（2015）は，ＰｏｒｔｅｒａｎｄＫｒａｍｍｅｒ（2011）論の軍要性を論じると
|司時に，「市民｛illiIUlI志向経営」の視点からの検討を行っている。
フィリピンにおける共|可体機能のネガティブな|ⅢiiとポジティブなI1lUmiについ
ては，速水（2009,219-319）が事例とともに指摘している。例えば，地主・小
作人という半封建的生産関係という前近代的関係性の下で，地主が小作人の私
的な問題処理のiili倒を見るようないわばパトロン・クライアント関係的共同体
機能をも有している事例が紹介されている。
KotlerandLee（2009:pp307-326,邦訳415-442頁)。
ここでの多元セクターとは法人格を有するかどうかではなく，多様な社会的活
動が行われる仙或を指し，政府や投資家によって所有されていないすべての'１１１
体によって構成される。そこでの基本原l1llは協働指lf1のコミュニティシップと
なる（Mintzberg:pp29-36,邦訳60-71頁)。彼は，妓近のアメリカ資本主義があ
まりにも民Ｉｌｌ１セクターに偏りすぎていることに危倶を覚えて多元セクターの強
化による再均衡化の必要性を述べている
ＫｅｅｇｅｎｅｔａＬ（2004）は，「ＴＩＩ場と政府の矢I11Uによって)(ill出された社会的諸課
題を解決しうる主体としての「第三セクター」としてのＮＧＯの役割と，国際
経営における位置づけの必要性を検討している。
CollinseLaL（2009）による南アジア，南アフリカにおける長期にわたる調査は，
貧Ikl屑へのマイクロファイナンスがいかに彼らのマイクロビジネスのみならず，
'三1常的に発生する金銭的需要に柔軟に対処しうる能力を付与し，彼らの経済的
上'三活を持続可能なものにしているかを|ﾘ]らかにしている。
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図４．２に示されている合弁:１１J業によるソーシャル・ビジネスの'１]で，農民の)771
川・収益のmiでもっとも成采をあげている事業がＧＥとされている（ＧＥ東京事
業部でのインタビュー調奔：2016年１月23[|：佐竹右行氏［Co-CEO])．（Ｄａｌｌｋａ
本社でのインタビュー調在：2016年３)j23日：NShaydut氏［Admistrative
OIIicerlARahman氏［SeniorAccoul]tsOfHcer])□2010ｲ|ﾐに雪|玉'まいたけ
社とグラミンクラキシ財|了１１との合弁によってグラミン・雪国まいたけ社が設立
されたが，2014年８)]未に「ユーグレナ社」に売却された。事業は「Grameen
Euglena社」に継承され，リ|き続き同様のソーシャル・ビジネスモデルで行わ
れている。同社の持ち株比率は．GrameenKrishiFoundationが5051％・
euglel〕ａ社が49.49％・代表者はＭ・Yunusu氏，共同ilit高経営寅任者はＭ・
Yunusu氏…佐竹右行氏となっている（euglena社ニュースリリースより，
http://www､euglena・jp/news/2014/0827｣ltml)。
|]本のユーグレナ社担当事業部が1=１本に!|iiii入した後は，一定期１１１１後に「もやし」
として国内もやし業者に販売されることになる。
同国では，主要食料品の!|ilii出は原則禁｣'二であるため，この比率は，毎年，
MinistryofCommerceとの承認事項となっている（現地でのインタビュー：脚
注８参照)。
現地でのインタビューによれば，契約農比が緑巫栽塘から得る収入は，約601］
の栽培・収極1ﾘＩ間で260ドル，年|川収入全体の約４分の一ほどという説lﾘjであっ
た。また，従来は農民が収機した緑豆を〃il地の仲買業者のところまで運送する
必要があった。他力，ＧＥ社の場合は，契約農民所へ行って緑豆を直接回収す
るため，農民はその分輸送コストをかけずに済むシステムとなっている。
粒径が3.5ｍｍ以上が[１本への輸出用．3.5ｍｍ未iil'iがjiM地販売用とされている
(JICA・株式会社雪国まいたけ（2014.6ｌｆＩ）
現地採用のＦＳ（FieldSupervisol＝緑豆栽培契約の農民に対する技術指導貝）
の多くは，緑豆栽培地域に在住するliM地の農業専門学校（Agricultural
lnstitute）を卒業した比較的若い人材によって占められている（JICA・株式会
社雪国まいたけ［2014.80頁])．現地インタビュー調査（脚注８参照)。
4Ａに関しては．Anders()､，JandBilou，Ⅲ（2007）が参考になった。
Availability，Affordabilityは3ＡでルIいられている概念と|可様であるが
８）
９）
１０）
１１）
１２）
13）
14）
AcceptabilityはＢＯＰ層および彼らに販売している伝統的小売店での受容性
Awarenessは同じくこれらの購入肴への新規製,{/,．サービスの認知の問題であ
る。
ＧＥ社の事業計画が予定通|〕進捗してＦＳが40名体制になる2018年時点において
も，現地市場で販売するＧＥ社経由の緑豆額は現地緑豆市場の約５％未満と想
定されている（JICA・株式会社雪l工'まいたけ：2014.79-80頁)。
ｉｉｉ語ｗが出現した行の数を,,(ｗ）とＬｌｉｉ語ｗｊと単語ｗ/が同時１１１現した行の
15）
１６）
－７９－
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数を、（ｗ/，ｗﾌﾞ）とすると信頼度は以下の式で求められる。信lliH度Ｐリー、(ｗｉ．
W/)/､(ｗ/,）（数J''1システム，201Ｌｐ２９)。
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